
請求事由の概要 閲覧日 閲覧にかかる住民の範囲

合計 0 名

委託者 利用目的の概要 閲覧日

株式会社 山手情報処理センター 東京経済大学 八天町 17 名

代表取締役 村木　克巳 コミュニケーション学部 13歳～79歳の男女個人

一般社団法人 中央調査社 公益財団法人 真崎町 21 名

会長 境　克彦 新聞通信調査会 満18歳以上日本人の男女個人

一般社団法人 新情報センター 総務省統計局 久山台 50 名

事務局長 山本　恭久 統計調査部消費統計課長 16歳以上の男女個人　※外国人を含む

一般社団法人 中央調査社 内閣府大臣官房政府広報室 小豆崎町 12 名

会長 境　克彦 満１８歳以上の男女個人

株式会社 RJCリサーチ 国土交通省観光庁 小長井町小川原浦、小長井町井崎 90 名

代表取締役 倉本　雄太 観光戦略課観光統計調査室 ０歳以上の男女個人

一般社団法人 中央調査社 内閣府大臣官房政府広報室 森山町唐比西・森山町唐比北・森山町唐比東 13 名

会長 境　克彦 満１８歳以上の男女個人

日本銀行 情報サービス局 日本銀行情報サービス局 多良見町市布・多良見町囲 15 名

局長 小牧　義弘 満２０歳以上の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 中央調査社 内閣府大臣官房政府広報室 鷲崎町 12 名

会長 境　克彦 満１８歳以上の日本人の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 中央調査社 内閣府大臣官房政府広報室 鷲崎町 12 名

会長 境　克彦 満１８歳以上の日本人の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 中央調査社 内閣府大臣官房政府広報室 福田町 12 名

会長 境　克彦 満１８歳以上の男女個人　※外国人も含む

株式会社 サーベイリサーチセンター 内閣府　孤独・孤立対策推進室 仲沖町　※予備対象町：幸町、厚生町、上町 50 件

代表取締役 藤澤　士郎 満１６歳以上の男女個人　※外国人も含む

株式会社 日本リサーチセンター こども家庭庁　長官官房 白岩町、山川町 66 名

代表取締役社長 杉原　領治 １０歳～３９歳の男女個人　※外国人も含む

株式会社 日本リサーチセンター こども家庭庁成育局安全対策課 金谷町、泉町 20 名

代表取締役社長 杉原　領治 ０歳以上１７歳以下の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 中央調査社 内閣府大臣官房政府広報室 本明町 13 名

会長 境　克彦 満１８歳以上の男女個人

株式会社 日本リサーチセンター 独立行政法人　労働政策研究・研修機構 栗面町 28 名

代表取締役社長 杉原　領治 61～７０歳の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 新情報センター 総務省統計局 ①白岩町、山川町、②高来町峰 100 名

事務局長 山本　恭久 統計調査部消費統計課長 現在１６歳以上の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 中央調査社 原口町 14 名

会長 境　克彦 １６歳以上の日本人の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 中央調査社
文化庁　国語課 破籠井町 18 名

会長 境　克彦
満１６歳以上の男女

一般社団法人 新情報センター 一般社団法人　日本頭痛学会 永昌町２５～４５ 25 名

事務局長 山本　恭久 満１６歳～７４歳の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 新情報センター 大学共同利用機関法人　情報・システム研究機構 目代町２３０～２７６０ 20 名

事務局長 山本　恭久 昭和２６年１月１日～平成１７年１２月３１日の間に出生の男女個人　※外国人も含む

一般社団法人 新情報センター 総務省統計局 堂崎町、小船越町、小長井町井崎 各50（計150） 名

事務局長 山本　恭久 統計調査部消費統計課長 ２０２６年４月２日現在１６歳以上の男女個人　※外国人も含む

合計758名

1 申請なし

請求者
（国又は地方公共団体の機関の名称）

住民基本台帳法第１１条第３項に基づく公表

総務省統計局の実施する「家計消費状況調
査」の実施のための対象者抽出のため

令和８年２月４日、５日

令和7年11月13日

19
「片頭痛に関する全国疫学調査」の実施のた
めの対象者抽出のため

令和7年11月20日

20
「社会意識と価値観に関する全国調査」の実
施に伴う名簿作成のため

令和8年2月4日

18

令和7年10月28日

16
総務省統計局の実施する「家計消費状況調
査」の実施のための対象者抽出のため

令和7年10月30日

17 株式会社野村総合研究所
「テレビ視聴に関する調査」の実施のための
対象者抽出のため 令和7年11月5日

15
「シニアの働き方・生活調査」の実施のための
対象者抽出のため

令和7年10月2日

13
「青少年のインターネット利用環境実態調査」
の実施のための対象者抽出のため

令和7年10月8日

14
「性的指向及びジェンダーアイデンティティの
多様性に関する意識調査」の実施のための
対象者抽出のため

令和7年10月15日

12
「こども・若者総合調査」の実施のための対象
者抽出のため

令和7年7月24日

10
「社会意識に関する世論調査（附帯調査：孤
独・孤立対策）」の実施のための対象者抽出
のため

令和7年8月6日

11

内閣府が実施する「孤独・孤立の実態把握の
ための全国調査」（人々のつながりに関する
基礎調査）の実施のための対象者抽出のた
め

令和7年9月9日

9
「気候変動に関する世論調査」の実施のため
の対象者抽出のため

令和7年6月10日

7
「生活意識に関する世論調査」（第103回）の
実施のための対象者抽出のため

令和7年6月10日

8
「防災に関する世論調査（附帯調査：認知
症）」の実施のための対象者抽出のため

令和7年7月8日

令和7年5月28日

4
「移植医療に関する世論調査（附帯調査：情
報通信機器の利活用）」の実施のための対象
者抽出のため

令和7年5月29日

5
国土交通省観光庁における調査「旅行・観光
消費動向調査」の実施のための対象者抽出
のため

令和7年5月30日

1

東京経済大学が実施する学術研究「日本人
の情報行動調査」の実施のための対象者抽
出のため

令和7年5月8日

2
「第18回メディアに関する全国世論調査」の実
施のための対象者抽出のため

令和7年5月13日

「令和7年度　国語に関する世論調査」の実施
のための対象者抽出のため

21

住民基本台帳法第１１条第３項及び住民基本台帳法第１１条の２第１２項、住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票の写し等
の交付に関する省令第３条に基づき、令和７年４月から令和８年３月までの住民基本台帳の閲覧状況を次のとおり公表します。

住民基本台帳法第１１条の２第１２項に基づく公表

3
総務省統計局の実施する「家計消費状況調
査」の実施のための対象者抽出のため

6
「国民生活に関する世論調査」の実施のため
の対象者抽出のため

申出者
（法人の名称及び代表者氏名）

閲覧にかかる住民の範囲


